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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結
累計期間

第56期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 9,445,539 9,861,527 19,150,993

経常利益 （千円） 135,877 96,504 348,139

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 128,855 86,992 330,582

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 194,323 △8,423 459,770

純資産額 （千円） 7,880,937 8,037,249 8,096,028

総資産額 （千円） 10,632,354 11,178,352 11,819,057

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 25.59 17.28 65.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.1 71.9 68.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 132,405 △291,195 430,125

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △114,813 △184,267 △287,317

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △18,437 127,523 117,013

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,654,039 1,566,766 1,914,706

 

回次
第56期

第２四半期連結
会計期間

第57期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
７月１日
至平成26年
９月30日

自平成27年
７月１日
至平成27年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.30 14.76

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

（株式取得による子会社化）

　当社は平成27年９月２日開催の取締役会決議に基づき、平成27年10月２日にRazor Glory Building Maintenance

Ltd.(以下、ＲＧ社)の株式を取得し、子会社化いたしました。

　詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載の

とおりであります。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の諸政策により企業収益や設備投資において改善の兆し

が見られましたが、新興国の成長鈍化を始め世界経済の下振れリスクは高まっており、先行きについては不透明な

状況が続いております。

　ビルメンテナンス業界におきましては、東京をはじめとする都市圏において空室率の改善や賃料水準の上昇がみ

られるものの、伸び率はかなり緩やかであり、ビルオーナーの管理コストに対するマインドを改善するまでには

至っておりません。反面、特に都市部におけるサービス業の人手不足は慢性化しており、依然厳しい経営環境で推

移いたしました。

　このような経営環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、ビルメンテナンス事業

につきましては、前連結会計年度、当第２四半期連結累計期間に獲得したいくつかの新規大型物件およびホテルの

高稼働が寄与し、増収となりました。しかしながら、利益面につきましては、労務費単価の上昇や一部の既存物件

の解約および減額により減益となりました。

　リニューアル工事事業につきましては、受注工事件数が堅調に推移し、増収増益となりました。

　不動産ソリューション事業につきましては、前連結会計年度末に竣工しました太陽光発電事業が寄与し、増収増

益となりました。

　結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高98億61百万円（前年同四半期比4.4％増）、営業利益44百万

円（同50.1％減）、経常利益96百万円（同29.0％減）、特別利益として投資有価証券売却益を5百万円、投資有価

証券償還益を59百万円計上したため、親会社株主に帰属する四半期純利益86百万円（同32.5％減）となりました。
 
ビルメンテナンス事業

（クリーン業務）

クリーン業務につきましては、前連結会計年度に獲得した大阪マリオット都ホテル、虎ノ門ヒルズ、アークヒル

ズサウスタワーなどの物件が寄与した事に加え、たばこと塩の博物館、名古屋市栄地下街、リーガロイヤルホテル

東京などの新規物件、また引き続きホテルの高稼働と一部の契約改定等により、売上高は52億24百万円（前年同四

半期比2.7％増）、営業利益は６億32百万円（同4.7％増）と増収増益となりました。

（設備管理業務）

設備管理業務につきましては、さくら浦和ビル、たばこと塩の博物館などの新規物件を獲得しましたが、利益面

におきましては一部の解約および減額に対する原価の対応遅れ、および新規物件の初期準備費用の発生により、売

上高は20億42百万円（同5.9％増）、営業利益は21百万円（同60.9％減）となりました。

（セキュリティ業務）

セキュリティ業務につきましては、品川シーズンテラス、たばこと塩の博物館、東村山市役所などの新規物件に

加え、既存物件における随時売上が堅調であったため、売上高は13億83百万円（同2.1％増）、利益面におきまし

ては一部の解約および減額に対する原価の対応遅れにより、営業利益は86百万円（同23.1％減）となりました。

従いまして、ビルメンテナンス部門の売上高は86億50百万円（同3.4％増）となり、営業利益は７億40百万円

（同4.0％減）となりました。
 
リニューアル工事事業

リニューアル工事事業につきましては、特に名古屋地区おいて新規顧客からの中規模工事受注が増加し、売上高

は９億13百万円（同13.0％増）となり、営業利益は41百万円（同141.0％増）となりました。
 
不動産ソリューション事業

不動産ソリューション事業につきましては、前連結会計年度末に竣工しました太陽光発電事業が寄与し、売上高

は２億97百万円（同11.2％増）となり、営業利益は６百万円（前年同四半期は５百万円の営業損失）となりまし

た。

EDINET提出書類

大成株式会社(E04962)

四半期報告書

 3/21



(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は15億66百万円となり、前

連結会計年度末より３億47百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は２億91百万円（前年同四半期は１億32百万円の増加）となりました。主な増加要

因は、税金等調整前四半期純利益１億53百万円、減価償却費80百万円、売上債権の減少額84百万円であり、主な減

少要因は、仕入債務の減少額１億28百万円、投資有価証券償還益59百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は１億84百万円（前年同四半期は１億14百万円の減少）となりました。主な増加要

因は、投資有価証券の売却による収入64百万円、投資有価証券の償還による収入１億30百万円であり、主な減少要

因は、メガソーラー設備の設置などに伴う有形固定資産の取得による支出３億57百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加した資金は１億27百万円（前年同四半期は18百万円の減少）となりました。主な増加要因

は、長期借入金の借入による収入１億円、メガソーラー設備の割賦バック契約に伴うセール＆割賦バックによる収

入46百万円（同割賦バック契約に伴う割賦債務の返済による支出２億81百万円を減じた額）であり、主な減少要因

は、配当金の支払額50百万円であります。

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資本の財源は、当社グループ事業であるビルメンテナンス事業、リニューアル工事事業および不

動産ソリューション事業としての請負業務にかかる契約金を財源としております。これら契約金の回収期間は約

１ヶ月であります。また、当社の支払い費用は、その多くが当社事業に従事する従業員にかかる人件費、外注委託

費、作業用資機材等の作業原価、そして人件費を主とした販売費及び一般管理費であり、これらの支払期間も１ヶ

月毎となっております。

　従いまして、毎月回収された契約金は翌月の支払い資金として、充当することとしております。これらの資金需

要として、約14億円を毎月末には確保するように努めております。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

「会社の体制及び方針」

当社が業務の適正を確保するための体制として、取締役会において決議した内容。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

ア．毎月開催される経営会議にて、内部統制、予算・業績管理、人事管理等の制度及び会社規則等を経営環境の変

化に対応すべく適時整備し、また取締役及び使用人としての職務の執行が法令及び定款に適合すべく、「業務

分掌規程」、「職務権限規程」をも合わせて整備することとしております。

イ．会社規則で定めた組織「法務室」及び「リスク・コンプライアンス委員会」によるコンプライアンスの推進活

動として、研修の実施及びマニュアルの作成・配布などを適時行うことといたします。具体的には、当社コン

プライアンス活動の基本方針として策定しております「大成行動憲章」に則し、グループ全役員ならびに従業

員が自ら「法令、国際ルール及びその精神を遵守するとともに、社会的良識をもった行動をする」べく意識づ

けをするために定期的な研修を行い、コンプライアンスの意義ならびに重要性を周知徹底するための展開を

図っております。

ウ．監査役会及び「監査室」は、監査スケジュールにそって定期的な監査を実施することにより、取締役及び使用

人の職務執行がその「業務分掌規程」や「職務権限規程」、ひいては法令及び定款に適合し、かつ効率的に行

われているかを検証しております。

エ．社内通報制度を設けてその適切な運用を維持することにより、法令違反その他コンプライアンス上の問題につ

いての報告体制を確保しております。

②取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制

　取締役会、経営会議、稟議決裁書その他職務執行にかかる情報は、「文書管理規程」に従い適切に保存・管理

しております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．コンプライアンス、環境、災害、品質などにかかるリスクについては、会社規則で定めた組織「法務室」及び

「リスク・コンプライアンス委員会」により、必要に応じて研修の実施及びマニュアルの作成・配布などを

行っております。

イ．新たに生じたリスクへの対応のため、「リスク管理規程」に基づいてリスク・コンプライアンス委員長である

代表取締役社長が、速やかに対応責任者を定めて対策本部を設置することとしております。

ウ．日常的に発生する個別的な事故クレーム等については、社内ネットワークを通じて情報を共有し、再発防止の

体制を確保することとしております。

④取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
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ア．取締役会は定期的に開催することとし、経営上の重要事項についての協議及び意思決定を行っております。

イ．経営幹部で構成する経営会議は毎月開催することとし、内部統制、予算・業績管理、人事管理等の制度及び会

社規則等を、経営環境の変化に対応すべく適時整備し、職務の執行が効率的に行われることを確保しておりま

す。

ウ．業務の専門性の深化・高度化を図りつつ、顧客へのより高品質かつ迅速なサービスの提供を目的としてカンパ

ニー制をとり、横断的に職務執行ができるような組織体制を構築しております。

エ．監査役会における常勤監査役と「監査室」の担当室員が連携し、それぞれの監査スケジュールにそって定期的

な監査を実施することにより、取締役及び経営幹部の職務執行の効率性を検証しております。

⑤会社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア．経営管理については、当社の「関係会社管理規程」に従って行うものとし、必要に応じてモニタリングを行っ

ております。

イ．子会社が当社からの経営管理、経営指導が法令に違反し、その他コンプライアンス上問題があると認めた場合

には、監査役に報告を行うこととしております。報告を受けた監査役は意見を述べ、改善策の策定を求めるこ

とができるものとしております。

⑥取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実

効的に行われることを確保するための体制

ア．法定事項及び会社に重要な影響を及ぼすような事項など、取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項は、発

生の都度速やかに報告することとしております。

イ．経営会議をはじめ、その他重要な会議には監査役の同席を求め、付議・報告される案件について監査の機会を

設けることとしております。

ウ．「監査室」による内部監査の実施状況については、監査役に報告することとしております。

エ．社内通報制度を設けてその適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題に

ついて監査役への適切な報告体制を確保しております。

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,000,000

計 23,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,369,671 5,369,671
名古屋証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は100

株であります。

計 5,369,671 5,369,671 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

－ 5,369,671 － 822,300 － 877,258

 

（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　加藤憲司 　名古屋市千種区 720 13.40

　株式会社アイ・ケイ・ケイ 　名古屋市中区栄3－31－12 648 12.07

　朝日土地建物有限会社 　名古屋市千種区東山元町1-49 625 11.64

　第一生命保険株式会社 　東京都中央区晴海1－8－12 236 4.39

　株式会社リンレイ 　東京都中央区銀座4－10－13 231 4.31

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　東京都千代田区丸の内2－7－1 188 3.50

　大成従業員持株会 　名古屋市中区栄3－31－12 149 2.77

　勝野瑩子 　名古屋市千種区 100 1.86

　株式会社御幸ビルディング 　名古屋市中区錦3－20－27 100 1.86

　日本トラスティ・サービス

　信託銀行株式会社
　東京都中央区晴海1－8－11 98 1.83

計 － 3,097 57.63

　（注）　大株主４位に該当する自己株式を334千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.22％）保有しており

ます。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式普通株式 334,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,034,500 50,345 同上

単元未満株式 普通株式 1,171 － 同上

発行済株式総数 5,369,671 － －

総株主の議決権 － 50,345 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大成株式会社
名古屋市中区栄３

－31－12
334,000 － 334,000 6.22

計 － 334,000 － 334,000 6.22

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人コスモスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,994,706 1,647,287

受取手形及び売掛金 2,084,991 2,000,768

有価証券 － 34,556

商品及び製品 4,690 3,983

原材料及び貯蔵品 54,299 43,438

繰延税金資産 91,911 95,813

その他 93,140 182,730

貸倒引当金 △1,022 △1,061

流動資産合計 4,322,716 4,007,517

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,194,312 2,220,214

減価償却累計額 △1,375,706 △1,394,935

建物及び構築物（純額） 818,606 825,279

機械装置及び運搬具 778,815 760,378

減価償却累計額 △407,977 △416,573

機械装置及び運搬具（純額） 370,838 343,804

工具、器具及び備品 373,183 387,294

減価償却累計額 △304,708 △306,491

工具、器具及び備品（純額） 68,475 80,802

土地 1,286,942 1,286,942

リース資産 10,620 10,620

減価償却累計額 △4,248 △5,310

リース資産（純額） 6,372 5,310

有形固定資産合計 2,551,234 2,542,139

無形固定資産 92,026 97,695

投資その他の資産   

投資有価証券 2,920,959 2,581,392

差入保証金 251,754 261,575

退職積立資産 1,118,795 1,128,119

保険積立資産 307,014 262,396

ゴルフ会員権 154,558 154,558

繰延税金資産 － 19,838

その他 127,431 150,552

貸倒引当金 △27,435 △27,435

投資その他の資産合計 4,853,079 4,530,999

固定資産合計 7,496,340 7,170,834

資産合計 11,819,057 11,178,352
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 619,352 491,066

短期借入金 ※ 100,000 ※ 160,000

1年内返済予定の長期借入金 44,996 33,329

リース債務 2,124 2,124

未払金 383,877 76,993

未払費用 142,087 168,461

未払給与 864,198 836,202

未払法人税等 17,238 83,569

未払消費税等 447,634 176,039

賞与引当金 227,589 226,315

その他 90,770 87,438

流動負債合計 2,939,869 2,341,538

固定負債   

長期借入金 225,004 309,172

リース債務 4,248 3,186

預り保証金 23,296 23,296

退職給付に係る負債 150,319 119,936

役員退職慰労引当金 248,498 258,586

繰延税金負債 131,792 85,386

固定負債合計 783,159 799,564

負債合計 3,723,028 3,141,102

純資産の部   

株主資本   

資本金 822,300 822,300

資本剰余金 878,137 878,137

利益剰余金 6,355,839 6,392,476

自己株式 △314,545 △314,545

株主資本合計 7,741,731 7,778,367

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 354,297 258,881

その他の包括利益累計額合計 354,297 258,881

純資産合計 8,096,028 8,037,249

負債純資産合計 11,819,057 11,178,352
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 9,445,539 9,861,527

売上原価 8,308,282 8,732,304

売上総利益 1,137,256 1,129,222

販売費及び一般管理費   

役員報酬 84,579 90,663

給料 435,313 434,600

賞与引当金繰入額 51,295 50,858

役員退職慰労引当金繰入額 9,782 10,307

退職給付費用 9,547 10,803

賃借料 70,690 78,991

減価償却費 40,099 38,786

保険料 20,550 17,678

その他 325,891 351,845

販売費及び一般管理費合計 1,047,750 1,084,535

営業利益 89,506 44,686

営業外収益   

受取利息 12,028 14,457

受取配当金 29,171 30,933

受取手数料 7,497 7,453

受取保険金及び配当金 3,003 3,159

保険返戻金 42 －

持分法による投資利益 2,196 4,135

その他 2,494 1,779

営業外収益合計 56,434 61,918

営業外費用   

支払利息 853 1,490

支払手数料 5,209 4,459

雑損失 4,000 4,150

営業外費用合計 10,063 10,100

経常利益 135,877 96,504

特別利益   

投資有価証券売却益 17,039 5,303

投資有価証券償還益 61,452 59,920

投資有価証券評価益 3,524 －

特別利益合計 82,016 65,223

特別損失   

固定資産除売却損 7 1,073

投資有価証券評価損 － 6,934

特別損失合計 7 8,008

税金等調整前四半期純利益 217,886 153,720

法人税、住民税及び事業税 92,272 66,070

法人税等調整額 △3,241 656

法人税等合計 89,031 66,727

四半期純利益 128,855 86,992

親会社株主に帰属する四半期純利益 128,855 86,992
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 128,855 86,992

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 65,468 △95,415

その他の包括利益合計 65,468 △95,415

四半期包括利益 194,323 △8,423

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 194,323 △8,423
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 217,886 153,720

減価償却費 62,900 80,051

持分法による投資損益（△は益） △2,196 △4,135

貸倒引当金の増減額（△は減少） 305 38

賞与引当金の増減額（△は減少） 354 △1,274

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △20,131 △30,382

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,930 10,087

売上債権の増減額（△は増加） △93,908 84,222

仕入債務の増減額（△は減少） △78,468 △128,286

支払利息 853 1,490

有形固定資産除売却損益（△は益） 7 1,073

投資有価証券売却損益（△は益） △17,039 △5,303

投資有価証券評価損益（△は益） △3,524 6,934

投資有価証券償還損益（△は益） △61,452 △59,920

退職積立資産の増減額(△は増加) △33,489 △9,324

保険積立資産の増減額(△は増加) 955 44,617

受取利息及び受取配当金 △41,200 △45,390

その他 252,773 △480,365

小計 193,555 △382,145

利息及び配当金の受取額 43,396 54,202

利息の支払額 △853 △1,490

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △118,221 34,454

その他の営業外損益の受取額又は支払額（△は支

払）
14,528 3,783

営業活動によるキャッシュ・フロー 132,405 △291,195

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △25,291 △28,869

有価証券の売却による収入 613 28,869

定期預金の払戻による収入 150,000 －

定期預金の預入による支出 － △521

有形固定資産の取得による支出 △255,313 △357,610

無形固定資産の取得による支出 △300 △6,300

投資有価証券の取得による支出 △176,020 △2,882

投資有価証券の売却による収入 55,226 64,351

投資有価証券の償還による収入 144,535 130,000

その他 △8,262 △11,303

投資活動によるキャッシュ・フロー △114,813 △184,267

 

EDINET提出書類

大成株式会社(E04962)

四半期報告書

13/21



 

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 540,000 540,000

短期借入金の返済による支出 △492,000 △480,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △15,000 △27,498

セール・アンド・割賦バックによる収入 － 327,986

割賦債務の返済による支出 － △281,751

配当金の支払額 △50,375 △50,151

その他 △1,062 △1,062

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,437 127,523

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △845 △347,939

現金及び現金同等物の期首残高 1,590,901 1,914,706

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 63,983 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,654,039 ※ 1,566,766
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、３取引銀行の協調融資によるシンジケートローン契

約を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

シンジケートローン極度額の総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 40,000 80,000

差引未実行残高 960,000 920,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 1,684,039千円 1,647,287千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,000 △80,521

現金及び現金同等物 1,654,039 1,566,766
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 50,356 10.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 　利益剰余金

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 50,356 10.0 平成26年９月30日 平成26年12月10日 　利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 50,356 10.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 　利益剰余金

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 50,356 10.0 平成27年９月30日 平成27年12月10日 　利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ クリーン業務 設備管理業務
セキュリティ

業務

リニューアル

工事業務

不動産ソリュ

ーション業務

売上高        

外部顧客への
売上高

5,085,338 1,929,588 1,354,700 808,371 267,540 － 9,445,539

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 5,085,338 1,929,588 1,354,700 808,371 267,540 － 9,445,539

セグメント利
益　　又は損失
（△）

604,648 54,746 112,659 17,164 △5,458 △694,255 89,506

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△694,255千円は、主に報告セグメントに配分していな

い販売費及び一般管理費等の全社費用であります。

　　　２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ クリーン業務 設備管理業務
セキュリティ

業務

リニューアル

工事業務

不動産ソリュ

ーション業務

売上高        

外部顧客への
売上高

5,224,264 2,042,633 1,383,747 913,461 297,420 － 9,861,527

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 5,224,264 2,042,633 1,383,747 913,461 297,420 － 9,861,527

セグメント利益 632,768 21,432 86,680 41,358 6,157 △743,711 44,686

（注）１．セグメント利益の調整額△743,711千円は、主に報告セグメントに配分していない販売費及び

一般管理費等の全社費用であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

　その他有価証券で時価のあるものの四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して

著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 25円59銭 17円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
128,855 86,992

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
128,855 86,992

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,035 5,035

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（株式取得による子会社化）

　当社は平成27年９月２日開催の取締役会決議に基づき、平成27年10月２日にRazor Glory Building Maintenance

Ltd.(以下、ＲＧ社)の株式を取得し、子会社化いたしました。

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　Razor Glory Building Maintenance Ltd.

事業の内容　　　　ビルメンテナンス事業

(2)企業結合を行った主な理由

当業界における国内市場はますます厳しくなることが予想されるなか、当社は第６次中期経営計画にお

いてグローバル事業への挑戦を課題として掲げ、東・東南アジアからの人材の受入れをはじめ、数年後は

同エリアにおけるビルメンテナンス事業の展開を視野にいれています。

ＲＧ社は香港において、オフィスビルのほか、商業施設・マンションなどの顧客を持つビルメンテナン

ス会社であり、同社株の取得を足掛かりとして、今後の海外における業容拡大の実現を目指してまいりま

す。

(3)企業結合日

平成27年10月２日

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする全株式の取得

　　　(5)結合後企業の名称

　　　　変更はありません。

　　　(6)取得した議決権比率

企業結合日に取得した議決権比率　100％

　　　(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　当社が現金を対価として全株式を取得したためであります。

２．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

　　取得の対価　　現金及び預金　　　188百万円　

　　取得原価　　　　　　　　　　　　188百万円

（注）現在、株式譲渡契約に基づき、清掃サービス契約の解約があった場合の担保として、支払を一部留保し

ているため、上記は暫定的な金額であります。

３．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)のれんの金額、発生原因

現時点においては、取得原価の配分が完了していないことから、金額は未定です。

(2)償却方法及び償却期間

現時点では、確定していません。

４．企業結合日に受け入れた資産および負債の額並びにその内訳

現時点では、確定していません。

 

２【その他】

　平成27年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………50,356千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月10日

　（注）　平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月10日

大成株式会社

取締役会　御中

 

監査法人コスモス

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 太田　修二　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 富田　昌樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大成株式会社の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成27年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大成株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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